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介護保険制度の保険給付から「要支援１．２」を外さないことを求める要望書 
	
 

＜要望趣旨＞	
 
政府は 8 月 21 日、社会保障制度改革国民会議の報告書を受け、今後の社会保障制度改革のプログラ

ム法案の骨子を閣議決定しました。介護保険改革では、要支援者の予防給付を市区町村事業へ段階的に

移行するなど、実施に向けた改正案が提出されました。 
その中で、要支援者の給付を適正化するとして、保険給付から地域包括ケア計画と一体となった事業に

移行し、ボランティアやＮＰＯ等を活用し柔軟･効率的に実施するとしています。しかし、要支援者は現に介

護を必要とする｢要介護状態等｣に置かれている人です。一人暮らしの高齢者が４割近くを占め、高齢夫婦

世帯・単身子と同居など核家族世帯も 3 割近くと多く、その在宅生活は、現行の様々な専門性のある介護予

防サービスを、必要最小限かつ適正に利用することで状態を維持しています。要支援者を介護保険給付か

ら外すことは、要介護状態が悪化し、逆に介護給付の増大につながります。また、介護者家族への負担も増

えることが懸念されます。 
要支援者の介護予防サービスは、これまで通り介護保険の予防給付で行なうことを要望します。 
 
＜要望項目＞	
 

要支援者の予防給付は、介護保険給付で行なうこと  
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（取り扱い団体 ：神奈川ネットワーク運動・青葉）	
 

※個人情報は本署名以外に利用しません。	
 

※第 1 次集約 2013 年 10 月 20 日	
 第 2 次集約 2013 年 11 月 20 日	
 最終集約 2013 年 12 月 20 日	
 

＜呼びかけ団体＞	
 

ワーカーズ・コレクティブ	
 ネットワーク	
 ジャパン	
 （ＷＮＪ）	
 

特定非営利活動法人アビリティクラブたすけあい	
 

＜最終署名集約先および問合せ先＞	
 

特定非営利活動法人アビリティクラブたすけあい（ＷＮＪ福祉事業連絡会事務局）	
 

	
 	
 住所：〒164-0012 東京都中野区本町 1-13-18	
 大新ＮＳビル 2 階	
 	
 電話：03-5302-0393	
 


